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事業内容

１　出資等の状況（H23.4.1現在） （単位：千円,位）

350,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
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順位
備考

350,000 100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%
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0.0%

0.0%
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２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H23.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

公社等外郭団体に関する情報公開
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内
訳

地方公共
団体
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主な者

資本金（又は出捐金）

理事長　田中種雄

０４３－２２２－３１８１

平成6年6月1日

http://www.chisuikou.jp/

千葉市中央区中央４－１３－２８

  沿岸漁業の振興を図り、もって本県水産業の発展に寄与するた
め、「水産動植物の生産、育成及び放流」、「養殖種苗の供給」、「水
産業に関する知識等の啓発、普及及び指導」、「水産業に関する事
業受託」、「水産業の経営安定に関する事業」等の事業を実施してい
る。
  また、平成19年度からは、社団法人千葉県農業開発公社の解散に
伴い、「農地保有合理化事業」及び「青年農業者等育成事業」を引継
ぎ実施している。

千葉県

出資（出捐）者

団体名 財団法人千葉県水産振興公社 県所管課 漁業資源課



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 ２０年度 ２１年度 ２２年度

総資産 1,949,218 2,114,295 2,317,191

負　債 1,364,362 1,336,466 1,222,002

(うち有利子負債） 20,622 19,623 2,128

純資産 584,856 777,828 1,095,188

累 積 損 益（利益剰余金） 234,856 427,828 745,188

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 ２０年度 ２１年度 ２２年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 588,278 683,171 855,448

経 常 損 益 14,561 192,993 317,427

当 期 損 益 14,349 192,973 317,360

減価償却前当期損益　　　　 23,386 199,427 322,638

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 ２０年度 ２１年度 ２２年度

借 入 金 残 高　　　　　     236,807 220,700 161,121

うち県からの借入金残高 176,302 161,380 157,474

うち県以外からの借入金残高 60,505 59,320 3,647

59,474 58,680 3,397

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２０年度 ２１年度 ２２年度

委託料   　　 151,253 150,986 152,290

補助金･交付金・
負担金

129,939 129,313 125,422

合　　　計 281,192 280,299 277,712

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２０年度 ２１年度 ２２年度

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 0 0 0

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２０年度 ２１年度 ２２年度

委託料のうち再委
託したもの

1,329 1,321 1,063

再委託のうち入札
によるもの

0 0 0

再委託のうち随意
契約によるもの

1,329 1,321 1,063



６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

２１年度 ２２年度 ２３年度

常勤役員数   2 2 2

うち県退職者 1 1 1

うち県派遣職員 1 1 1

常勤職員数  13 13 13

うち県退職者 0 0 0

うち県派遣職員 7 7 7

（２）役職員の平均年収等の状況

２１年度 ２２年度 ２３年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　 2人（　2人） 　　　 2人（　2人） 　　　 2人（　2人）

役員平均年齢   　　　 61 歳   　　　 59.5歳   　　　 59歳

平均年収(千円）       8,994千円       8,939千円       8,880千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　13人（7人） 　　　13人（7人） 　　　13人（7人）

職員平均年齢   　　　51.0歳   　　　51.8歳   　　　52.2歳

平均年収(千円）        7,151千円        7,468千円        7,788千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人
※平成２３年度の平均年収については推計となる。

７　見直し方針の取組状況

見直し方針

見直しの概要

取組状況

その他（特記事項
等）

項　　　目

項　　　目

経営改善

独自財源の強化、役職員数の適正化

独自財源強化については、マダイ・ヒラメにおける負担協力金制度を平成17年度か
ら導入し、毎年度10,000千円の収入を計上している。（19年度までは10,000千円以
上の納入があったが、22年度は漁獲金額の減少により9,631千円弱の納入であっ
た。）また、18年度からはノリ養殖種苗の販売増に取り組んでいるところである。
役職員適正化については、15～19年度にかけ常勤役員1名及び県派遣職員2名を
減じ、プロパー職員3名の登用を行った。

＊平成１８年１０月に千葉県行政改革推進本部で決定した見直し方針とその取組状況を記載してください（２７団体）。
＊２７団体以外の団体については、平成１４年に決定した方針とその取組状況を記載してください。


